
埠瓢 社会貢献活動支出額の内訳  
（400籠。対節度卑比5．穏％増）  

うち1％クラブ法人会員は、i・社平均5億7，500万円（j現社ー）j・2■5％増）  

合 計 額   787億円   873億円   785僚円   796億円   829億円  l，（I32億円  1．013億円   

1牡平 均  2億5700万円  2億740く）万円  2億3400万円  2億64qO万円  2億2700万円  2億4000万円  2億5300万円   

r’                挙対前年度 円   4．0％増  6．6％蠣  14．6％滅  12．R％増  14．0％減  5．7％増  5．4％増   

ー卑，肝0の基盤形成   

良L息豊＿芝旦芝皇室塵畳⊥ユ盈里艶！腰組L旦型叢盟（377社。対前年度比5．8％増）  

うち】〈％クラブ法人会員は、1＿社平均2億‘4，300万円（ユ36社。3．6％減）  

自主プログラムに関する支出歯  

99年慶  00年度  01年度   02年鹿  03年鹿   04年度   05年度  

く′298社）  t317社．き  （338督二う  t  （359社き  （4j．7社）  （377社j   

合 計 額   441億円  470億円   36t催円   353億円   376億円   ‘124億円   415億円   

7・3％増  11．07ム減  1800万円  】，僚50（り才円  】億300万円  1億1000万円   
［うち1ウもクラ  ブ法人会農］  

99年度  ひ0年度  01年度   0芝年度  03年度  掴年度   05年鹿  
竜：111社1  キ163社う  （二14ニ社）  首ri37吐き  （142杜1  け掴社．）  （136丑）   

合 計 額   3】8億円  4ニ3億円  292億円   239倍円   ：j＝億円   363億円   330億円   

1社平均 「m’、…－【’膚、…、“’、“Vい い打前年度 H  2僚8700万円  2倍600P万円  2億600万円  1僚7400万円  2億2300万一q 28．2（甚璃  2僚5ニ三00万円  2億4300万円 3．帥も減  



瓢∴意識腰制度調査結果（2005年度き  

頂引 金業の故意貢献活動への取り組み鮫意識  

（り姓会寛厳造塾里盈え立として、「社会的責任の一環」（86．1％）と「地域社会への貢献」（75，2％）  

を、例年同様、多くの企業が選択。時系列で見て90年度に比べて大幅に回答比率が減少したのは、  

「コ一山ボレー叫トブランド向上の一方策」（56．4％→ほ2％）、「利益の一部の社会還元．1（弧6％  

【ケ12。5％）、【‾社風の形成を促すための“一方策」（23．7％→2。7％）。CSRへの理解と実践が進み  

つつあり、 l■社会的責任の山環」や r‾経営理念の具現化の一山方策」などと捉える傾向がより顕著。  

＊2005年度は3つ以内で回答、その他の年度は複数回答。  

9   



（2）～過．．…剋姿  

勢旦之変比については、232社（51．9％）が「強化し  

た」と回答。【‾3年前の方が活発だった」という  

企業は且％未満。  

厄画板已姦  

口特に変化はない  

口3年前の方が活発だった  

口未回答  

（3）強化したと回答した企業（232社）において変化した点は、以下のとおり。1～7の全項目  
を強化した企業は10社、6項目は15社、5項目は19社。  

＊基数は強化したと回答した232社  

苫0   



望乾 社会貢献活動推進のための社内体制帽制度導Å状況  

20（）：き～2005年魔の3年間に導入された盈会畳覿活動を應進宣る是塵旦風塵は329件と全件数の  

35鵬∠皇％を占める。特に「基本方針の明文化」「専門部署または専任担当者の設置」 －‾社内横断  
的組織の設置」「予算制度の導入」における増加が顕著。CSRへの取り組みが強化される中、  
社会貢献活動もその－一環として体制が整備されつつあることを示唆。  

瑠．農本運針の艶文化   

3年毎の導入件数   91件  100件   57件  95  329  柑0件篭t92鋸  
（住）03（－05年度は、06年度導入分を含むL）  

‖   



讃？社食貢献活動『≡関するヨ蓋ユニケ棚ション  

（り姓会遠地焼塵凰丞について、89．9％の企業が「開示すべき」としている。回答率は前回調  

査に比べ若干減少しているが、回答社数は307杜から402社へと増加。「開示すべき」理由として、  

CS：揺、ステb一一別1 クホルダーとの関係、コーポレ一明トブランドとの関係を強く意識。  

薬の社会貢献活動の開示  

90年虔  93年慶  粥卑属  99年鹿  02年虔  

開示すべき  64．2％  68．8％  75．3％  90．8％  89．鍋  402社   

金運上上エの腰珪、を日示する  33．2％  36 3％  35 7％  40．摘  54．鴎  70．9％  317   

情報開示を通じてコーポレートフ○ランド  

を向土す、鼻  322％   
経営痙蒼を番会、（板主・社会・顧客）に  

亘去ゑ臓．泡急爪▲．、▲W州州【．．．．．h′∩．｛愴．叩，．「汀h．＿¶．′＿   43．2％  

捜、主に膿塵藍盈供する必靂が鮎L  5．3％  3．6茎  7．0    14．8％  
外部の意見により改善を図れる   8 7％  7 49忘  5．1％  6 り％  8，3％  9．2％  41社   

2．鍋  0．5％  0．5％  1．鍋  】．．5％  1．1％  5   ろ王ゴ史ヒ2二二色魔盤上蓋感度愚ゑ  47 8％  4129忘  43 8％  47．8％  43．5％  50L遁   ．“呈皇室盈 
開示すべきでない  29．9％  22．8％  11．49忘  2．7％  6．8％  23社   

広告宣伝活動と誤絶息おる   16．2％  12 8％  91％  3．璃  】．．2％  5．3％  18社   

宴付先の主体性藍泡象迦ある  11，2％  12．3％  8．9％  6 8％  0．6％  2．1遇  ヱ丑   

窒息佐塵が殺華虻るおそれがある  7．5％  9 2％  6．8％  3．7％  0．9％  ー15％  5社   

その■他   陰塾を鎮史という考えで行奴  10．9％  10．5％  91％  ．m，＆1％  0．6％  弓ill  6隠                     3．4％    0．9％  0．0％  0．3％  
＊2005年度は理由を2つ以内で回答。その他の年度は複数回答。  

（2）自社の社会貢献活動に関する勝報を社外？開示する立法としては、「インターネットのホーム   

ペい・ジ」（61．7％）が最も多く、「CSR報告書等への記載」（姐2％）による情報開示も増加。   

社内への情報伝達は、社内報、イントラネット、情報提供誌など多様な媒体を活用して実施。  
社め社会貢 ′ の 報開示手段  

90年度  93年慶  鮒年度  鍼年度  02年度  2005年虔   

インターネットのホームページ上に掲載  12．1％  36．4％  57 4％  ● j完  ほ   

CSR垂告審等に記  37．9％  」■ こ†  220   

アニュアルtレポートに紀憩  25．0％  39．69品  34．0％  ．」き見放   

社会責薗活動に盟する報告審等の作成  18．9％  16．0％  16．0％  12．5％  56社   

社内報に境域  32 4％  55．6％    63． 

イントラネット・塵内メ噌ル  週  340Ⅳ  爪j4・7‰  50 

社内向け情 操侠誌  10．5％  4．9％  25．4％  10． 

その他  9．6％  13．0％  l t  10．了％  i48社   
（複数回答）   

iノ   



槌。社殿のポラ訣ティ欝活動に対する支援   

（り迫邑坦薮乏立夏4▼．遡てい各企業は1993年度に35．3％だったものが、65。8％になり大幅  

に増加。  

（2）2003（－2005年度の3年間に導入された、造見地亘Aヱ法勤を重度宣ゑ息め旦配慮は、172件  

と全件数の29，8％を占める。特に「ボランティア休暇制凰l「マッチング紗ギフト資金支援制度」  

「地域貢献活動促進運動」における増加が顕著。  

（注）06年度導入分は03～05年度に含む。  

仁ミ   



5¶ 企業財持（公益信託）   

（且）温良凰生益虚監査磨っている企墓は、各々27／7％、3．1％だが、社数としては1990年魔の調査  

開始時から大きな変動はない。企業財団の数は124社で216財団、公益信託は14社で127件。  

（2）金．業遡願魚については、財団があると回答した企業の72．6％、90社が「連携して実施す  
る活動がある」と回答。  

＊基数は、企業財団を持っていると回答した124社   

（‡主）財団遵．藍地選巌としては、「■事業規模の維持辱拡大．」、「資産運用」、 「会社の資金的喀人  

的負担の軽減」など、低金利の中での財団運営の難しさを示唆する項目が多い。また、「社会のニ ー  

ズにあった新規事業の開発」や「専門スタッフの育成」など、財団活動の質向上について関心を持つ  

企業は、前回調査に比べてやや減少。  

j．4   
炉基数は、企業財団を持っていると回答した124社  



デ  …、；∴∴■トト毒i声こ）に対一軒る支援・連携  

（護）企業はNPOやNGOを、【【市民社会構築の担い手」（69．8％）や「行政に代わるサービスの提供  
主体＿j（3且航8％）と捉え、NPO◎NGOが社会において果たす役割に期待。また、57．0％の企業が  
N㌘0邑NGOを「社会貢献活動推進のパートナー」としているが、「事業活動のパいトナー」とし  

て見ている企業は6年5％。  N  

＊2005年度は3つ以内で回答。その他の年度は複数回答。   

（2）旦旦9二異義適 監生息息は、「運営の透明性」（66．7％）、「活動実績」   

（弧8％，）、「自社の基本方針句分野との一致」（47．2％）。調査方法は異なるが、前回調査で回答数が  

多かった「プログラム企画さ提案力」「専門性．」「ネットワーク」「代表者のリーザーシップ」など  

への注目度が低下（J  

＊2005年度は3つ以内で回答。その他の年度は類似調査。   



謬．寄柑愈税制恥 公益法Å制度改革等  

（j）登吐金魔剋．嬰風塵点としては、法人税では「損金参入限度額の不足」（18．6％）よりも「損金算入限  
度額が決算時まで確定しない」（23魯7％）が多い。また、特定公益増進法人や認定肝0法人、指定寄  
付金などの対象が少ない点も不満。個人所得税では、「確定申告をしない場合、控除にならない」   
（34，2（‰）という手続的な問題、「寄付金控除の対象が少ない」（28。6％）ことを指摘。また、個人住  
民税については、「控除最低寄付金額（10万円）が高すぎる」（42．1％）、「控除対象が限定されている」  

（ニi2－4雪‰）ことが問題。  

ほ）公益法人制度改革に関して、」巌たな呈巨豊剋法△剋塵⊥の効果的、効率的運営に重要な事項につ  

いて聞いた，ところ、「透明性の高い認定委員会の運用」r＼公益性の判断基準の明確化」など公益性  

を誰がどのように判断するか、という点に高い関心。また、情報公開の促進やガバナンスの強化な  

ど、法人側の対応も重視。  

＊3つ以内で回答。   




